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令和７年度 デジタル庁所管補正予算（第１号） 

概 要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 生活の安全保障・物価高への対応          １，１９１．４億円 

 

➢ 地方の伸び代の活用と暮らしの安定          １，１８７．５億円 

 
デジタル社会形成の推進に関する経費       ３７３．２億円 

 

◆ 地方公共団体情報システム運用最適化支援事業                ３６６．０億円 
地方公共団体が策定する地方公共団体情報システム運用最適化計画に基づき実施する運用最適

化を図るための事業（運用経費を含む。）に関する費用を補助 

  
◆ 準公共・相互連携分野デジタル化推進事業                      ５．１億円 

国民それぞれに最適なサービスを提供するため、教育、モビリティ、防災等の各分野における 

データ連携の実証、各分野の優良事例を支えるサービスのカタログ化等 

 

◆ マイナンバー制度に係る周知・広報事業                ２．０億円 
マイナンバー制度の安全と信頼を確保するためのマイナンバーカードの利便性の周知及び利用

促進に係る広報の実施 

等 
 

デジタル庁システム          ４０３．６億円 

 

◆ ガバメントソリューションサービス整備事業            ３０１．１億円 
各府省 LANの統合（利便性、生産性、セキュリティ水準等の向上のための整備加速）、利用府省

庁拠点の増加に対応するためのネットワークの拡張等の整備 

 

◆ マイナポータル整備事業                              ４７．６億円 
行政手続のオンライン化のための共通基盤として、サービスの拡大に向けた機能や基盤の強化、

利便性向上を目的とした UI・UX改善等の整備 

  

 「「強い経済」を実現する総合経済対策」に基づき、「強い日本経済実現」に向け、

暮らし等に関わる DX、危機管理投資など、必要な措置を講じる。 

ガバメントクラウド、ガバメントソリューションサービス等の整備を着実に進め

る。手続きの DX を進め、利用者の利便性向上、行政サービスの効率化、省力化につ

なげ、マイナンバーカードの利活用促進等を図る。地方公共団体情報システムの標準

化及びガバメントクラウド移行後の運用最適化を支援する。 

また、行政現場でのガバメント AI の実装に向けた検証を実施するとともに、全国

医療情報プラットフォームの構築など医療 DX を進める。 
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◆ 地方公共団体情報システムの標準化・ガバメントクラウド利用推進事業  ３１．７億円 
地方公共団体情報システムの標準化・ガバメントクラウド移行への支援、移行後の運用経費に係

る総合的な対策に基づく取組の推進等 

 

◆ 公金受取口座の登録・利用推進事業               １２．０億円 
公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための基盤を強化するため、年金受給者を対象とす

る公金受取口座の登録促進策の実施を含め、公金受取口座の登録・利用を推進する事業 
 

◆ ベース・レジストリ整備・利用促進事業                    １１．２億円 
行政手続等における国民の利便性向上、行政運営の効率化及び外国人との秩序ある共生社会の

推進を実現するためのベース・レジストリの整備 

 

デジタル庁・各府省共同プロジェクト型システム、各府省システム     ４１０．６億円 
⚫ 出入国審査体制の強化等(法務省)                     １７５．６億円 

⚫ インフラ、交通等の分野における先端科学技術を活用したDXの推進(国土交通省) １１２. ９億円 

等 

 

➢ 中小企業・小規模事業者をはじめとする賃上げ環境の整備      ４．０億円 

 

デジタル庁一般行政に関する経費                     ４．０億円 

 

◆ 令和７年人事院勧告に伴う給与改善等                                ４．０億円 
 

 

 

○ 危機管理投資・成長投資による強い経済の実現    １，４９３．８億円 
 

➢ 経済安全保障の強化                ４９．１億円 
 

デジタル庁システム           ４４．５億円 

 

◆ ガバメント A I 整備事業                      ４４ .０億円 
政府による生成 AI活用を AIの社会実装の起点とするための行政現場でのガバメント AIの実装

に向けた検証等  

                                         等 

 

各府省システム                                                ４．６億円 

⚫ 臨床研究データベースシステム大規模改修事業(厚生労働省)        ４．６億円 

 

➢ 防災・減災・国土強靱化の推進             ４１．３億円 
 

デジタル庁・各府省共同プロジェクト型システム、各府省システム     ４１．３億円 

⚫ 新総合防災情報システムの機能拡張等業務(内閣府)     １６．２億円 

⚫ 線状降水帯・台風等の予測精度向上等に向けた取組の強化(国土交通省) １１．１億円 

等 
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➢ 未来に向けた投資の拡大            １，４０３．４億円 
 

デジタル社会形成の推進等に関する経費                      １３．６億円 

 

◆ 健康・医療・介護分野デジタル化推進事業               ６．５億円 
医療費助成・予防接種・母子保健等に係る情報連携システム（Public Medical Hub：PMH）と連

動する関連システムにおける機能拡充及び医療 DX工程表を踏まえた各種課題の整理等の調査研究

の実施 

 

◆ 国・地方ネットワーク検討事業                     ２．０億円 
国・地方の適切な役割分担の下、国が主体的に整備するネットワーク基盤の共用化や、地方の 

ネットワークにおけるゼロトラストアーキテクチャの考え方の導入についての検討の実施 

 

◆ 民間ビジネスでのマイナンバーカード利活用促進事業           １．３億円 
マイナンバーカードの普及を踏まえ、国民と事業者の負担軽減に資する民間ビジネスでのマイ

ナンバーカード利活用の拡大を目指すための調査研究及び実証等 

 

◆ データ連携促進に向けたデータ標準等整備事業              １．０億円 
データの標準化、相互運用性の向上及び信頼性が確保されたデータ連携の実現を図るため、デー

タ連携におけるトラストやデータマネジメントに関する調査・検討等を実施 

 

◆ 国・地方デジタル共通基盤調査研究事業                 ０．８億円 
「国・地方デジタル共通基盤の整備・運用に関する基本方針」（令和６年６月 21日閣議決定）に

基づく共通化の取組を加速化させるため、共通化の対象候補等について、共通 SaaSの構築の実現

可能性や利用拡大に向けた課題・普及策等に関する調査研究を実施 

 

◆ 政府による AI 調達・利用等調査事業                       ０．５億円 
政府における AI の安全や効果的かつ適切な利活用の推進に向けた先進的 AI 利活用アドバイザ

リーボードの運営、各府省庁の支援、AI に係る最新動向等の調査・分析、ガイドラインの改定の

検討等 

 

◆ オンラインにおける適切な代理申請の実現・普及に向けた検討業務     ０．４億円 
委任関係等の確認に必要な手続の共通化や、電子化・自動化による事務コスト低減に向け、自治

体等における適切な代理申請手法を検討・整理等 
 

◆ 電子的な属性証明の活用推進における要件等の策定業務           ０．３億円 
VC・DIWによる属性証明書の電子化・高度化に向け、想定されるリスクへの対策基準及びその遵

守を担保する施策等を検討し、その技術的具体要件等を整理 
 

◆ 地方公共団体アナログ規制点検・見直し伴走型支援事業          ０．２億円 
地方公共団体におけるアナログ規制の点検・見直しに対する伴走型支援の実施等 

 

◆ Visit Japan Web等の利用促進事業                    ０．１億円 
日本への入国手続等に利用可能なウェブサービスである Visit Japan Webの利用の促進等 

等 

 

  



- 4 - 

 

デジタル庁システム                                 ２０３．１億円 

 

◆ 電子調達システム等整備事業                   ３１ .０億円 
ガバメントクラウド移行等及び利便性向上のための整備 

 

◆ e-Gov、審査支援サービス等利用拡大整備事業                 ２５．４億円 
e-Gov の提供するオンライン申請をはじめとしたサービスの利便性向上や審査支援サービスの

利用拡大に向けた機能追加等 

 

◆ 旅費等内部管理業務共通システム(SEABIS)整備事業                        １３．０億円 
業務継続に必要なシステム基盤の整備や次期システムの基本設計のための整備 

 

◆ 行政文書の電子的管理を実現するための新 EASY（仮称）整備等事業   １２．５億円 
次期システムの段階的導入を目指した整備及びガバメントクラウド移行のための調査研究 

 

◆ 人事・給与関係業務情報システムの整備・改修事業             １２．０億円 
ガバメントクラウド移行及び eLTAXを活用した国から地方公共団体への住民税に係る特別徴収

分の納付等を実現するための整備 

 

◆ 国家資格等情報連携・活用システム整備事業                 １１．４億円 
住基サーバ機器の更改や利用資格の拡大に対応するための整備 

 

◆ フロントサービス API 基盤整備事業                      １１．４億円 
「スマートフォンで 60秒で手続が完結」等の早期実現のために必要な共通基盤の整備 

 

◆ 政府共通決済基盤における国庫納付機能実装整備事業            １１．０億円 
各府省庁のキャッシュレス化を効果的・効率的に推進するための国庫納付機能の整備 

 

◆ 医療費助成・予防接種・母子保健等に係る情報連携システム(PMH)整備事業１０．０億円 
医療 DXの早期実現を図るため、全国展開・運用移管を見据えた効率的な運用、PMHと連携する

自治体・医療機関システムのクラウド化等に対応するための整備 

 

◆ 公共サービスメッシュ整備事業               ８．５億円 
行政が保有するデータを安全・円滑に連携するため、機関間の情報連携、地方公共団体内の

情報活用、民間との対外接続を一貫した設計で実現する情報連携基盤の整備 

 

◆ デジタル認証アプリの追加機能改修事業        ８．０億円 
マイナンバーカードの利活用促進のための本人確認機能の追加設計・改修等 

 

◆ 第３期電子契約システム（工事・業務）整備事業             ７．５億円 
ガバメントクラウド移行及び次期システム更改のための設計・開発等 

 

◆ 事業者手続整理システム整備事業             ７．０億円 
事業者向け行政手続・補助金申請のオンライン化を早期に実現するための機能拡充・新規機能の

整備 

 

◆ 公共工事電子入札システム整備・改修事業              ６．２億円 
統合システムの構築と現行システムからの円滑な運用切替のための各種設計・評価環境におけ

る動作検証の実施 
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◆ 共通情報検索システムの機能向上及び技術検証改修事業      ５．５億円 
法制執務全体の抜本的な効率化・誤り防止、法令データ提供のための機能向上等の改修 

 

◆ 政府認証基盤整備事業                ５．０億円 
より安全性の高い暗号への移行、セキュリティ強化等のための整備 

 

◆ 補助金申請システム改修事業               ４．５億円 
補助金の電子申請システムである Jグランツの機能拡充等のための改修 

 

◆ Gビズ ID改修事業                       ４．５億円 
事業者向け行政手続の認証基盤である Gビズ IDの機能拡充等のための改修 

 

◆ 総合運用・監視システム機能強化整備事業                          ３．０億円 
ログ分析機能を実装し、デジタル庁システムの安定稼働と迅速な復旧の支援等を行うための整

備 

 

◆ 給付支援サービス改修事業                                  ２．５億円 
給付金の申請から給付までのプロセスをデジタル完結させ、公的給付等の迅速かつ確実な給付

の実現や給付所管団体の負担軽減等を実現するための機能改修 

 

◆ 情報提供ネットワークシステム改修事業                          １．５億円 
情報連携における利便性向上のための整備 

 

◆ 統括・監理支援システムにおける新システム開発要件の整理等調査研究事業１．０億円 
後継システムの開発に係る要件整理等のための調査研究 

等 
 

デジタル庁・各府省共同プロジェクト型システム、各府省システム  １，１８６．６億円 

⚫ 税務行政の DX 推進(財務省)                       ３１６．２億円 

⚫ 経済を支える登記・戸籍関係システムの整備等 (法務省）       １４３．８億円 

⚫ 財務省行政の DX推進(財務省)                  １０７．１億円 

⚫ 電子カルテ情報等分析関連サービス開発事業(厚生労働省)        ５５．３億円 

⚫ 農林水産行政のデジタル化の推進 (農林水産省）            ５４．７億円 

⚫ 医療機関等情報支援システム(G-MIS)に係る改修等経費(厚生労働省) ３５．８億円 

⚫ ふるさと住民登録システムの新規整備にかかる経費 (総務省)      ３２．１億円 

等 
             

 

○ 防衛力と外交力の強化                  ４．７億円 

 

➢ 外交・安全保障環境の変化への対応                   ４．７億円 

 
デジタル庁・各府省共同プロジェクト型システム、各府省システム       ４．７億円 

⚫ 外交実施体制等の DX推進(外務省)                            ２．８億円 

⚫ 情報戦への対応力強化(外務省)                         １．９億円 

 

経済対策     計２，６８９．９億円 
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参 考 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活の安全保障・物価高への

対応

危機管理投資・成長投資による

強い経済の実現
防衛力と外交力の強化 合  計

デジタル社会形成の

推進等に関する経費
377.2億円 13.6億円 -                                    390.8億円

デジタル庁システム 403.6億円 247.6億円 -                                    651.2億円

各府省システム等 410.6億円 1,232.5億円 4.7億円 1,647.9億円

合  計 1,191.4億円 1,493.8億円 4.7億円 2,689.9億円

※計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。
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（単位：億円）

内 閣 6
内 閣 府 等 121
警 察 庁 84
金 融 庁 11
総 務 省 89
法 務 省 337
外 務 省 5
財 務 省 423
文 部 科 学 省 30
厚 生 労 働 省 333
農 林 水 産 省 55
経 済 産 業 省 26
国 土 交 通 省 124
環 境 省 4
デ ジ タ ル 庁 651

合　　　計 2,299

（注３）計数については、追加額であり、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しない。

政府情報システム予算の省庁別一覧

令和７年度補正

（注１）上記は、デジタル庁に一括計上されている予算である。

（注２）内閣府等の「等」は、宮内庁、公正取引委員会、個人情報保護委員会、カジノ管理委員会、消費者庁、こども家庭庁を指している。


